
 

 
令和４年３月 25日 

産業労働部しごと定住促進課 

 

 

 

 

 

 

県では、県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金及び労働時間等の実態を明ら 

かにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的として、毎 

年７月に「新潟県賃金労働時間等実態調査」を実施しています。 

 この度、令和３年度の調査結果がまとまりましたので公表します。 

＜調査結果のポイント＞ 

 ◎ 労働時間の状況（一般労働者） 

  ・ １日あたりの所定労働時間は７時間 45 分（前年比±０） 

    うち、中小企業は７時間 44 分（前年比２分減） 

    うち、大企業は７時間 45 分（前年比３分増） 

  ・ １週あたりの所定労働時間は 39 時間（前年比５分減） 

    うち、中小企業は 39 時間４分（前年比 11 分減） 

    うち、大企業は 38 時間 46 分（前年比 21 分増） 

  

 ◎  年間休日数（常用労働者） 

  ・ 平均年間休日数は 111.2 日（前年比 0.6 日減） 

    うち、中小企業は 109.9 日（前年比 0.6 日減） 

    うち、大企業は 116.0 日（前年比 0.6 日減） 

  

 ◎ 年次有給休暇（一般労働者） 

  ・年次有給休暇の取得日数は 9.5 日（前年比 0.3 日増）、取得率は 55.6％（前年比 0.2 ポイント増）  

     うち、中小企業の取得日数は 8.9 日（前年比 0.2 日増）、取得率は 52.7％（前年比 1.3 ポイント減） 

    うち、大企業の取得日数は 10.9 日（前年比 0.6 日増）、取得率は 61.6％（前年比 3.1 ポイント増）  

  

◎ 育児休業制度又は育児のための休暇制度取得状況（男性） 

・ 育児休業制度を利用した労働者は 18.5％（前年比 5.7 ポイント増） 

 

◎ テレワークの導入状況（新規項目） 

・ テレワークを導入している事業所は 17.5％（前年比 2.8 ポイント増） 

詳細は、別添概況をご覧ください。 

調査結果は、新潟県のホームページにも掲載しています。 

アドレス（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/shigototeijyu/r3chingin.html）  

新潟県報道資料 

令和３年度新潟県賃金労働時間等実態調査の結果 
◎ 年間休日数（令和 3 年１月から令和 3 年 12 月までの１年間）は 111.2 日（前年に比べ 0.6 日減少） 

◎ 年次有給休暇取得日数は 9.5 日（前年に比べ 0.3 日増加） 

◎ 育児休業取得率は男性 18.5％で過去最高 

本件についてのお問い合わせ先 

しごと定住促進課〔担当〕佐久間 

 （直通）025-280-5260 （内線）2812 
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令和３年度新潟県賃金労働時間等実態調査の概況 
 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

 

１ 調査目的 

この調査は、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃金、労働時間等の実

態を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的

に、毎年７月に実施している。 

 

２ 調査対象 

日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）に定める産業分類が「農業，林業」「漁業」

及び「公務」を除く産業を対象としている。 

調査対象事業所は 2,900 事業所で、そのうち有効回答のあった 1,325 事業所（有効回

答率 45.7％）について集計した。 

 

３ 調査時点 

  ７月分の労働時間等について令和３年７月 31 日現在で調査を実施した。 

  

（注）本調査における各労働者の分類は以下のとおりです。 

常用労働者： ① 期間を定めず雇用されている労働者 

       ② １か月を超える期間を定めて雇用されている労働者 

        ③ 日々又は 1か月以内の期間を定めて雇用されている労働者のうち、

５月、６月にそれぞれ 18 日以上（パートの場合は 10 日以上）雇用さ

れた労働者 

 一般労働者（正社員＋その他労働者） 

：常用労働者からパートタイム労働者を

除いた労働者（フルタイム労働者） 

パートタイム労働者 

：常用労働者のうち、１日の所定内労働

時間又は１週間の所定労働日数が、同一

の事業所に雇用される一般労働者より

少ない労働者 
 

 

 

正社員：一般労働者のうち、事業所に

おいて正社員及び正職員とする労働

者 

その他労働者：一般労働者のうち、正

社員を除いた労働者（嘱託職員、契約

社員、有期雇用社員等） 
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Ⅱ 結果の概要 

 

 

１ 企業全体及び事業所の現況 

集計対象となった事業所は1,325事業所で、このうち中小企業は1,044事業所（78.8％）、

大企業は 281 事業所（21.2％）となっている。（第１表） 

一般労働者は 46,084 人で、このうち中小企業は 31,110 人（67.5％）、大企業は 14,974

人（32.5％）となっている。（第２表） 
 

第１表 産業別・規模別集計事業所数内訳 

 
 

第２表 集計労働者の規模別構成 

 
 

 

２ 初任給 

令和３年度の確定初任給は、高校卒事務・技術 164,588 円、高校卒生産 168,244 円、専

門学校卒事務・技術 181,449 円、専門学校卒生産 174,704 円、短大・高専卒事務・技術 180,846

円、短大・高専卒生産 172,025 円、大学卒事務・技術 200,242 円、大学卒生産 199,711 円、

大学院卒事務・技術 221,009 円となっている。（第３表） 

 

第３表 初任給 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分

 産  業  計 1,325 ( 100.0 %) 1,044 ( 78.8 %) 281 ( 21.2 %)

規  模  計 中 小 企 業 大  企  業

集計数 構成比 集計数 構成比 集計数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％

 産  業  計 46,084 100.0 31,110 67.5 14,974 32.5

区　　分
規模計 中 小 企 業 大  企  業

単位：円

事務・技術 生産 事務･技術 生産 事務・技術 生産 事務・技術 生産 事務・技術 生産

 規　模　計 164,588 168,244 181,449 174,704 180,846 172,025 200,242 199,711 221,009 X

  対前年増減率（％） 1.4% 4.6% -3.0% -1.6% 6.1% 0.3% 0.0% 2.8% -0.4% -

大　　学　　院　　卒

区  　分

高　　校　　卒 専　門　学　校　卒 短　大　・　高　専　卒 大　　学　　卒
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３ 労働時間制度 

１日あたりの所定労働時間は７時間 45 分、１週あたりの所定労働時間は 39 時間となっ

ている（第４表）。 

 

第４表 所定労働時間 

 
 
 
４ 年間休日数 

令和３年1月から令和３年12月までの1年間における休日数は111.2日となっている（第

５表）。 

 

第５表 年間休日数 

 
    ＊未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。 
 
 
５ 年次有給休暇 

年次有給休暇の取得日数は、規模計で 9.5 日（取得率 55.6％）、中小企業で 8.9 日（同

52.7％）、大企業で 10.9 日（同 61.6％）となっている。（第６表） 

 

第６表 年次有給休暇の付与・取得状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日所定 週所定 日所定 週所定 日所定 週所定

時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分

産業計 7:45 39:00 7:44 39:04 7:45 38:46

　＊R２年度調査 7:45 39:05 7:46 39:15 7:42 38:25

区　分
規模計 中小企業 大企業

年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数

産業計 111.2 1,316 109.9 1,038 116.0 278

　＊R２年度調査 111.8 1,332 110.5 1,058 116.6 274

単位：日、事業所

区       分
規　模　計 中小企業 大企業

付与

日数

取得

日数
取得率

付与

日数

取得

日数
取得率

付与

日数

取得

日数
取得率

日 日 ％ 日 日 ％ 日 日 ％

 産 業 計 17.1 9.5 55.6 16.9 8.9 52.7 17.7 10.9 61.6

　＊R２年度調査 16.6 9.2 55.4 16.1 8.7 54.0 17.6 10.3 58.5

区　　分

規　模　計 中 小 企 業 大　企　業
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６ 特別休暇制度 

特別休暇制度を導入している事業所のうち、規模計で夏季休暇が 35.4％、病気休暇が

31.7％、リフレッシュ休暇が 14.1％、ボランティア休暇が 9.6％、教育訓練休暇が 5.4％、

骨髄ドナー休暇が 4.0％、慶弔休暇が 92.5％、記念日休暇が 5.7%となっている。（第７表） 

 

第７表 特別休暇制度の導入状況 

 
 

 

 

７ 育児休業制度・育児のための休暇制度 

令和２年７月１日から令和３年６月 30 日までの 1年間に出産した者（配偶者が出産した

男性を含む）のうち、育児休業制度を利用した者の割合は、男性で 18.5％、女性で 92.6％

となっている。（第８表） 

 

第８表 育児休業制度利用の労働者数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％

規　模　計 95.6 35.4        31.7        14.1        9.6          5.4          4.0          92.5        5.7          25.3        

　＊R２年度調査 94.5 33.5        31.2        13.9        9.3          4.1          3.3          92.4        5.6          18.5        

ボランティア

休暇区　　　　分
特別休暇制度

を導入している

事業所

夏季休暇 病気休暇
リフレッシュ

休暇

教育訓練休暇
（自己啓発

のための休暇）

骨髄ドナー

休暇

慶弔休暇

（結婚、妻の出

産、忌引）

記念日（誕生

日、結婚記念

日など）休暇

その他

単位：人、（　）内：％

規 模 計 466 ( 100.0 ) 86 （ 18.5 ） 380 （ 81.5 ） 597 （ 100.0 ） 553 （ 92.6 ） 44 （ 7.4 ）

中小企業 284 ( 100.0 ) 39 （ 13.7 ） 245 （ 86.3 ） 380 （ 100.0 ） 354 （ 93.2 ） 26 （ 6.8 ）

大 企 業 182 ( 100.0 ) 47 （ 25.8 ） 135 （ 74.2 ） 217 （ 100.0 ） 199 （ 91.7 ） 18 （ 8.3 ）

　＊Ｒ２年度調査

規 模 計 500 ( 100.0 ) 64 （ 12.8 ） 436 （ 87.2 ） 634 （ 100.0 ） 576 （ 90.9 ） 58 （ 9.1 ）

中小企業 301 ( 100.0 ) 34 （ 11.3 ） 267 （ 88.7 ） 403 （ 100.0 ） 368 （ 91.3 ） 35 （ 8.7 ）

大 企 業 199 ( 100.0 ) 30 （ 15.1 ） 169 （ 84.9 ） 231 （ 100.0 ） 208 （ 90.0 ） 23 （ 10.0 ）

区　　分

男　　　　　性 女　　　　　性

配偶者が出産した

男性労働者計

育児休業制度を
利用した

男性労働者
（予定含む）

育児休業制度を

利用しなかった
男性労働者

出産した

女性労働者計

育児休業制度を
利用した

女性労働者
（予定含む）

育児休業制度を

利用しなかった
女性労働者
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８ 介護休業制度 

介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は 4.8％となっている。（第９表） 

 

第９表 介護休業制度利用者の事業所数 

 
 

 

９ 仕事と家庭の両立のための支援制度 

仕事と家庭の両立ための支援制度のある事業所の割合は、育児に関するものについては

82.5％、介護に関するものについては 79.3％となっている。（第 10 表） 

 

第 10 表 仕事と家庭の両立のための支援制度 

 
 

 

10 テレワークの導入状況 

テレワークを導入している事業所の割合は 17.5％となっている。（第 11 表） 

 

第 11 表 テレワークの導入状況 

 
＊未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。 

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,325 ( 100.0 ) 63 ( 4.8 ) 1,262 ( 95.2 )

中小企業 1,044 ( 100.0 ) 49 ( 4.7 ) 995 ( 95.3 )

大 企 業 281 ( 100.0 ) 14 ( 5.0 ) 267 ( 95.0 )

　＊Ｒ２年度調査

規 模 計 1,338 ( 100.0 ) 32 ( 2.4 ) 1,306 ( 97.6 )

中小企業 1,062 ( 100.0 ) 25 ( 2.4 ) 1,037 ( 97.6 )

大 企 業 276 ( 100.0 ) 7 ( 2.5 ) 269 ( 97.5 )

事業所計
介護休業制度の

利用者がいた事業所

介護休業制度の

利用者がいなかった事業所

 単位：％

短時間

勤務制度

フレックス

タイム制度

始業・就業時

刻の繰上げ・

繰下げ

所定外労働の

制限

年次有給休

暇を半日／時

間単位で取得

子の看護

休暇制度／

介護休暇制

度

在宅勤務・テ

レワーク
再雇用制度

転勤・

配置転換

の際の配慮

経費の援助措

置

配偶者の

出産直後の

休暇

事業所内

託児所
その他

規　模　計【育児】 82.5      84.5 8.6 43.4 66.0 60.6 73.4 6.4 16.8 29.0 2.8 35.1 1.3 2.6 

規　模　計【介護】 79.3      63.0      6.6       32.2      51.4      48.5      60.8      5.0       12.4      23.2      1.5       1.8       

　＊Ｒ２年度調査

規　模　計【育児】 82.1      86.2      4.1       42.2      66.8      56.2      73.1      3.7       17.4      30.3      1.5       32.2      1.1       2.8       

規　模　計【介護】 77.9      63.8      3.2       32.0      51.3      44.1      60.8      2.8       13.7      24.1      1.0       2.0       

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）

単位：事業所、（　）内：％

規 模 計 1,311 （ 100.0 ） 229 （ 17.5 ） 40 （ 3.0 ） 1,042 （ 79.5 ）

　＊R２年度調査 1,328 （ 100.0 ） 195 （ 14.7 ） 97 （ 7.3 ） 1,036 （ 78.0 ）

区 分 事業所計 導入している
導入していない

今後導入予定がある 導入予定はない


